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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、高齢者施設における口腔ケアの質改善のために効果的かつ継続性のあるケ
ア実践に向けた教育方法の開発を目的とした。その目的の達成のために、最初に全国の介護老人保健施設の管理者とケ
ア提供者を対象とした口腔ケアの実施状況と教育ニーズに関して実態調査を行った。その結果を基に教材作成を行い、
アクションリサーチの手法を用いて教育的介入を行った。
高齢者施設の特徴から多職種間の連携が重要との課題が抽出され、介入により多職種で協働して口腔ケアに前向きに取
り組む姿勢が醸成され、介入の有効性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study was to develop and evaluate the effect of a staff training 
program on oral healthcare for elderly residents of long-term care institutions. A cross-sectional survey 
was conducted using a self-administered postal questionnaire; it targeted 1000 long-term care 
institutions that were enrolled in the WAM-NET. The data were collected from managers of institutions (n 
= 169) and their caregiving staff (n = 671). The results demonstrated that multidisciplinary cooperation 
was important in the practice of oral healthcare. We developed a text about oral healthcare for the 
multidisciplinary teams in nursing homes and provided educational interventions through Action Research. 
As a result, the caregiving staff realized the importance of mouth care for residents,and nurses 
collaborated with team members.
These education programs were effective in changing oral healthcare procedures within long-stay 
institutions for the elderly.

研究分野：老年看護学
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１．研究開始当初の背景 
 介護保険制度が施行され 12 年が経過し、
要介護認定高齢者数は第一期見直し時点で
制度開始当初に比べ倍増し 1-2）、そのニーズ
に対応するために高齢者施設数は急増した。
要介護高齢者数の増加とともに高齢者のサ
ービスニーズも変化し、予防ケアから終末期
ケアまで幅広い機能が包含されるに至った。
中でも、制度設置当初は、身体機能障害を持
つ高齢者が日常生活動作（ADL）を拡大させ、
自宅復帰を目指す病院から在宅への移行を
より円滑にするための中間施設としての機
能を有した介護老人保健施設は、在宅移行率
が 3 割を下回り、さらに入所期間の制限が順
延し、一定の条件を満たせばターミナルケア
加算が算定できるようになり、高齢者が終末
期を過ごす場ともなった。このような変化に
伴い、介護老人保健施設に入所している高齢
者の特徴は、高齢化がより進行し、健康レベ
ルは多様化し、栄養状態の低下、免疫力の低
下をきたし、肺炎を主とする感染症を合併す
る高齢者の数が増加傾向となった。特に、年
齢層別死因をみると、90 歳代では悪性新生
物、心疾患を抑え肺炎が1 位を占めている 3)。
嚥下性肺疾患研究班の調査では、施設入所高
齢者の肺炎の約７割は誤嚥性肺炎であり、特
に入退院を繰り返す高齢者では細菌の増殖
した唾液を咳反射やむせの症状がなく誤嚥
することにより発症する不顕性誤嚥による
肺炎が多いことが報告されている 4-6）。この
ように、高齢者の摂食・嚥下障害に関する研
究成果から、不顕性誤嚥の出現、筋の緩みに
よる喉頭の下降や嚥下圧の低下、歯牙の欠損
による咀嚼力の低下など嚥下機能が誤嚥性
肺炎に及ぼす影響が明らかになってきてい
る。高齢者の終末期の特徴として、肺炎など
で入退院を繰り返すごとに身体機能が徐々
に低下し、QOL の低下にも影響を及ぼして
いることが指摘されている。このことから、
誤嚥性肺炎の予防は高齢者の健康維持、QOL 
の低下防止にとって最重要課題である。この
課題の解決のために、介護・医療ニーズの高
い介護老人保健施設に勤務している看護職、
介護職等のケア提供者への口腔ケア教育プ
ログラムの開発が必要である。近年、高齢者
施設のケア提供者において、口腔ケアへの関
心は高まりつつあるが、高度なアセスメント
能力と専門的知識に基づく実践が必要とさ
れるため、単発的な研修会では、実践力の習
得は達成できない。また、施設での口腔ケア
実践については研修後の一時的な取り組み
に終わり継続的なケア提供につながってい
ない状況が多くみられる。先行研究において
も、誤嚥性肺炎を合併し病院へ救急搬送する
事態を回避するケア実践力を習得し高める
ことの重要性が指摘されている 7）が、看護、
介護職に対して行われている単発の集合的
研修では、ケアの実践や意欲が継続せず、口
腔ケアの成果が十分に発揮されないことが
推測された。そこで、適切な口腔ケアを継続

して提供するためには、ケア提供者が自ら問
題を認識し、自律的に解決できるようになる
方法の検討が必要であると考えた。 
 
２．研究の目的 
（１）介護老人保健施設における口腔ケアに
関する施設のケア方針、ケア内容および施設
内外を含めた教育体制に関する実態につい
て施設管理者を対象とした調査から把握す
る。また、ケア提供者側からは、口腔ケアに
関する認識と実施状況、実施継続への困難等
の実態を把握する。 
（２）上記実態調査の結果を踏まえ、効果的
な教育プログラムを作成し、実施、評価する。 
 
３．研究の方法 
（１）実態調査 
全国の福祉保健医療関連の情報を総合的
に提供しているサイトである WAM-NET
（Welfare And  Medical Service Network 
System）の高齢者福祉施設情報に登録されて
いる介護老人保健施設リストより無作為に
1000 施設を抽出し、施設管理者およびケア
提供者を対象に郵送による自記式質問紙調
査を実施した。 
①施設管理者への調査内容：施設規模、配置
職員の定員数、入所者の要介護度、口腔ケア
に関する施設のケア方針および施設内外を
含めた教育体制、年間の誤嚥性肺炎罹患者数、
入院者数等 
②ケア提供者への調査内容：看護職、介護職、
理学・作業療法士、言語聴覚士、歯科衛生士
等のケア提供者に対して、口腔ケアに関する
知識および必要性に関する認識、実施意欲と
実施状況、実施または継続する上での困難と
それへの対応等。 
（２）教育プログラムの作成と実施・評価 
実態調査の結果から、高齢者施設の口腔ケア
教育ニーズに応じた教育プログラムを作成
した。多職種を対象とした教育実践に活用で
きるテキスト教材を作成し、それを用いて集
合教育を実施し、知識・技術の定着と主体的、
継続的なケア実践を目指して研究協力施設
でアクションリサーチを行った。 
＜倫理的配慮＞ 
自由意思による研究参加、匿名堅持、強制力
への配慮、研究への不参加や中断による不利
益がないこと等を説明し、同意を得て行った。
また、事前に所属大学で研究倫理審査の承認
を得た。 
 
４．研究成果 
（１）実態調査の結果 
①施設管理者：169 施設より回答が得られた
（回収率 16.9％）。管理者の性別は、男性
26.9％、女性 69.2％で、年齢の平均は 48.8
歳（SD=11.16）、職種では、事務職 17.5％、
看護職 48.2％、介護職 12.0％、その他 22.3％
であった。入所者の平均要介護度は 3.18 で
あり、年間の平均誤嚥性肺炎罹患者数は、



16.8 名（SD=58.6）で、誤嚥性肺炎による入
院者数の平均は、10.6 名（SD=58.0）であっ
た。口腔ケアに関する教育体制については、
自施設内で教育を行っていると回答したの
は、79.3％で、年間平均 3回の研修が実施さ
れていた。また、施設外への研修参加支援に
ついては、支援している施設が 85.7％であっ
た。 
②ケア提供者：質問紙は、116 施設 1,453 名
に配布され、671 名（回収率 46.2％）から回
収された。調査施設の特徴としては、施設の
入所者定員数の平均は 83.2 名、入所者の平
均介護度は 3.2 であった。有効回答 669 名の
対象者の平均年齢は 39.7 歳（SD=11.3）、女
性が 496 名（74.5％）、職種では、看護職 180
名（26.9％）、介護職 389 名（58.1％）、その
他はＰＴ、ＯＴ、ＳＴ、歯科衛生士等が各数
十名であった。口腔機能訓練が必要な入所者
数の平均は 37.8 名に対して、実際にケアを
提供している入所者数は平均 26.6 名と下回
った。その理由として、知識・技術の不足、
寝たきりの入所者が多く清潔・排泄・食事介
助に人手をとられ時間がない、歯科衛生士と
の連携不足、口腔ケアに対する施設の方針が
前向きでないなど多岐にわたった。口腔機能
訓練に関する自信の程度では、自信がないと
回答したものが約 7割あり、特に口腔機能訓
練のケア計画立案については 85.8％が自信
がないと回答していた。そのため、98％が研
修の必要性を感じていた。しかしながら、研
修に参加した経験のあるものは、施設内研修
66.0％、施設外では 36.5％にとどまった。職
種別にみると、介護職は看護職に比べ、施設
外の研修への参加経験が少ない傾向であっ
た。 
以上の結果から、口腔機能訓練に関しては、
職種間の連携が必要であるとともに、職種横
断的な教育プログラムの開発の必要性が示
唆された。 
（２）教材の作成 
実態調査の結果から、口腔ケア全般に関し
してアセスメント、計画立案および実施方法
についてケア提供者における自信の低さが
明らかとなった。さらに、他職種との連携の
難しさを課題としていたことから、介護職、
看護職をはじめとする多職種の教育ニーズ
に対応した内容と、教育背景の異なる幅広い
職種に理解可能な表現に留意して教材を作
成した。テキストのコンテンツは、以下のと
おりである。 
第1章 おいしく安全に食べる・飲み込むか
らだのしくみ 

１． 口から食べることの意義 
２． 口や喉の名称と構造 
３． 摂食・嚥下のメカニズム 
第2章 摂食・嚥下の病態生理と原因疾患 
１． 摂食・嚥下の病態生理 
２． 摂食・嚥下の病因と症状 
３． 誤嚥性肺炎 
第3章 口腔内の衛生状態のアセスメント 

１． 口腔内の衛生状態の観察項目とア
セスメント 
２． 口腔ケア使用道具の選択 
３． 口腔衛生の実践 
第4章 摂食・嚥下障害のアセスメント 
１． 摂食・嚥下障害のアセスメントに必
要な情報 
２． 摂食・嚥下障害のアセスメント 
第5章 気道感染予防のための嚥下機能訓
練 

１． 自立している高齢者の訓練 
２． 要介護高齢者の訓練 
第6章 認知症を持つ人の口腔ケア 
１． 口腔ケアの準備 
２． 本人が行う口腔清浄 
３． 介助者が行う口腔清浄 
（３）高齢者施設における口腔ケア改善に向
けたアクションリサーチ 
 研究の最終段階としてアクションリサー
チの手法を用いてA県の１高齢者施設におい
て介入研究を行った。この研究では、単発の
一方向的な教育方法ではなく、研究者が現場
に入り、施設に勤務するケア提供者も研究に
参加してもらい、口腔ケアの実施方法につい
ての振りかえりと効果を検討するという形
で、施設の口腔ケアの戦略に影響を与え、変
化をもたらし、質の高い口腔ケアを継続的に
行えることを目指すテクニカルアプローチ
によるアクションリサーチを活用すること
により、看護職の配置の少ない環境において
も、看護職と介護職等が相互の役割を認識し、
協働して入所高齢者に対して質の高い口腔
ケアが継続できる方法を提案することを目
的に行った。具体的な方法としては、 
①介入前に研究参加者に対して、高齢者への
口腔ケアの基礎的知識の提供を集合教育形
式で実施した。 
②週 1回、口腔ケアをテーマにフロアカンフ
ァレンス（１回 30 分程度）を開催した。研
究者が進行役となり、第 1回は入所高齢者に
対する口腔ケアで困難に感じている事項に
ついて、情報共有し、対応策を検討し、具体
的なケア計画を立案することを目的とした。
2 回目以降は先回立案した口腔ケア計画の評
価と課題について検討し、参加者が自ら課題
を明らかにでき、改善策を見出すことがでる
ようにファシリテートした。以上を 8回繰り
返し、ケアカンファレンスにおいて研究者は
参加者のリフレクションを促進し、参加者の
口腔ケアに対する認識、知識の定着、技術の
向上を目指した。さらに、フロア全体の口腔
ケアに対する変化がもたらされることを期
待して継続的に介入を行った。 
③データ収集は、ケアカンファレンスでの討
議内容を研究者 2名が口腔ケアの問題点、改
善に向けた計画立案、評価に関する事項を記
録し、それらを要約分析した。 
結果は以下の通りである。 
介入のケアカンファレンス第 1 回において、
口腔ケアに課題があり、実践に困難を感じて



いる入所者を５～６名選定してもらい、難易
度、介入のしやすさ等を考慮し、１事例目（A
氏）についてカンファレンスで討議した。 
歯磨きは自分でできるが、意欲が低く、食事
摂取や歯磨き動作に時間がかかり、十分にで
きていないことをケア提供者は課題と認識
していた。集合教育の内容を実践してもらい、
A 氏の口腔内のアセスメントと歯磨き動作を
開始するタイミングと意欲の継続に視点が
向けられ、スタッフ間で観察した内容をメモ
につけることで情報が共有されるように変
化が見られた。３回目カンファレンスでは、
A 氏と同様に歯磨き動作への意欲が低く、食
後数時間経過後も口腔内に食物残渣が停滞
している B氏について、歯磨きの自立に向け
たケア方法の検討を行った。食後に、B 氏に
声をかけ、歯磨きを促すこと、磨き残しがあ
る場合は仕上げ磨きをスタッフで実施する
ことなどを計画し、実践した。その結果、口
腔内の食物残渣はなくなり、口臭も軽減した。
しかし、磨き残しの程度、仕上げ磨きが適切
にできているか、客観的に評価できないこと
が課題とされた。これに対して、歯垢染色液
を使用し、磨き残し部分を可視化することに
より、仕上げ磨きの必要性の認識と必要な部
分についてスタッフ間で情報共有がなされ
た。以上より、看護職、介護職が協働して、
口腔ケアの必要な入所者に対して、口腔内の
観察、口腔ケアの実践の必要性に関する認識
が高まり、入所者に応じた介入方法の検討が
なされるようになった。 
（４）考察 
 高齢者施設の口腔ケアの実態把握から、各
職種が口腔ケアのアセスメント、実施、評価
に関する自信の低さが明らかとなり、アクシ
ョンリサーチによる介入により、高齢者の口
腔ケアのニーズが高いことがケア提供者に
認識された。ADL 介助の中でも軽視されがち
な口腔ケアに対する認識が高まり、歯磨きが
自分でできる高齢者に対しては、口腔内の観
察や適切に実施しているかという観点で観
察、ケアの実施がなされていないことに気づ
き、個々の高齢者の口腔内の状況、体力等を
踏まえ、介助の必要が改めて認識されたこと、
口腔ケア実践をフロア全体で取り組む姿勢
に変化したことは有用であったと考える。 
多忙な業務を遂行する中で、適切な口腔ケア
が継続され、誤嚥性肺炎の予防につながるこ
とを期待したい。 
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